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     （出所）吉田（2005）p.18，安田（2003）p.70，大塚・松原（2004）p.252， 
     「飲・食・店」新聞フードドリンクニュース（2003）p.19などのほか農林水産省HPや新聞各紙を参照し作成． 































































































































































































































 パターン 具体例 
① 地名そのもの 「信州」「大雪」「奥中山高原」 
















   
図表２－２ ｢産地ブランド」の類型 














         （出所）國領（2004a）p.42-43 
図表２－３ 國領教授の２つの仮説 



























































































































































































































































































































































































































































































































































        （出所）筆者作成 










































































































































法律等 監督省庁 主旨 おもな保護対象 
不正競争防止法 経済産業省 誤認表示の禁止 他の生産・販売者 
景品表示法 公正取引委員会 優良誤認表示等の禁止 消費者 
食品衛生法 厚生労働省 加工食品等の製造場所の表示義務 消費者 
ＪＡＳ法 農林水産省 食料品の原産地表示義務 生産者，消費者 
公正競争規約 公正取引委員会 業界内のガイドライン（自主的表示） 一部の生産・販売者 




























1998年４月１日 青果物原産地表示の対象品目追加(４品目) ごぼう，アスパラガス，さやえんどう，たまねぎ 
2000年７月１日 生鮮食品の原産地表示義務付け （全品目） 




2002年４月１日 加工食品原産地表示の対象品目追加(１品目) 農産物漬物全般 
2002年６月１日 加工食品原産地表示の対象品目追加(１品目) かつお削節 





2005年７月28日 外食の原産地表示ガイドライン  






1 乾燥きのこ類，乾燥野菜および乾燥果実 11 表面をあぶった食肉 












5 緑茶 15 塩蔵魚介類および塩蔵海藻類 
6 もち 16 調味した魚介類および海藻類 
7 いりさや落花生，いり落花生およびいり豆類 17 ゆで，または蒸した魚介類および海藻類 
8 こんにゃく 18 表面をあぶった魚介類 




   
   ①原産地に由来する原料の品質の差異が，加工食品としての品質に大きく反映されると一般に認識されている品目のうち， 
   ②製品の原材料のうち，単一の農畜水産物の重量の割合が50％以上である商品，という考え方から上記20品目が決まった． 
  （出所）上図表，高柳（2006）p.205第８－２表および農林水産省のHPなど 
      下図表，足立教好「JAS法にもとづく原産地表示と産地からの情報発信」（「農業と経済」2005年11月号）p.27 
      表２および農林水産省HPを参照． 
 
図表６－３ｂ 原産地表示の対象品目の拡大（加工食品の原料原産地表示） 
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